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1 ) 背景
2 ) 2011 年 6 月 6 日法務委員会公聴会の公述人







( 1 ) 賛成説
( 2 ) 反対説
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1 ) 賛成説
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2 ) 反対説
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1 ) 一般平等原則 (基本法 3条 1項)
2 ) 婚姻と家族の保護 (基本法 6条 1項)
8 共同縁組反対説の理論構成
1 ) 基本法 6条 1項の理解











前節で述べたように、2011 年 6 月 6 日法務委員会公聴会 (Ⅳ 7) と












ある、子の福祉 (後記 3)、社会学的調査 (後記 4)、縁組手続き (後記 5)、
外国の状況 (後記 6) に対して、賛成説と反対説がどのように評価してい
るのかを対比する。
これらの状況を基礎において、どのような論理に基づいて賛成説 (後記
7)、反対説 (後記 8) が結論に至るかを、憲法上の観点を含めて、最後に
紹介する。このうち、反対説については、これまで取りあげてこなかった





る法案が検討の対象となった (前記Ⅳ 7 および 9)。その後、連邦憲法裁
判所 2013 年 2 月 19 日判決 (前記Ⅲ 2) は、生活パートナーによる養子と
他方が縁組する交差縁組 (Sukzessivadooption) を認めた。さらに共同縁
組の禁止も違憲と判断するのかについては、2014 年 1 月 23 日決定では明
らかにしていなかった (前記Ⅳ 8)。
2014 年公聴会では、与党ウニオン (CDU/CSU) と社会民主党が 2013
年判決の内容を実施するのみで共同縁組を導入しない民法改正案が提出し、




法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定の考え方とバンベルク大学家族調査国立研
究所報告書 (前記Ⅳ 5 3)) に対する評価を基礎として展開していった。
2 ) 2011 年 6 月 6 日法務委員会公聴会の公述人





















































基本法 6条 1項による婚姻と家族の保護と 3条 1項による平等原則の関
係について連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定の考え方に懐疑的である。




















3 ) 2014 年 5 月 5 日法務委員会公聴会の公述人
















基本法 6条 1項に違反することをあげる (前記Ⅳ 9参照)。











































与党の法案に対しては、連邦憲法裁判所 2013 年判決を一対一 (eins zu
eins) で完全な範囲で実施するものであり、憲法上のリスクを負っていな
いと評価する。










か (反対説) は、交差縁組について連邦憲法裁判所が 2013 年 2 月 19 日判
決 (前記Ⅲ 2) で命じた夫婦と生活パートナーシップの平等扱いが共同縁
組にも及ぶかという問題と関連する。
1 ) 賛成説
















































民法 1741 条 1 項 1文は、「縁組は、子の福祉に資する場合に」許可され
ると定める。














































































































































いる (後記 8 4))。また、社会学的調査の結果に対しても、立法機関は、
従来から存在する経験的資料を独自の権限から評価する義務を負っている








































































































行われなければならず (民法 1746 条
(24)
)、養親を含めた当事者は、意見聴取
を 2 回受けなければならない (家事事件手続法 192 条 1 項)。未成年の子
については不利益が生じる場合に意見聴取を行わないことができるが (家





























































































1 ) 一般平等原則 (基本法 3条 1項)
連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定 (前記Ⅳ 6 2)) を、連合 90/緑の
党による法案も、生活パートナーによる共同縁組を認める理由としてあげ
ている (前記Ⅳ 7、9)。賛成する公述人は、法案の理由に補足する意見を




























2 ) 婚姻と家族の保護 (基本法 6条 1項)
前記 1 )の一般平等原則による理解は、共同縁組の可否において生活
パートナーシップが婚姻と比べて不利益を受けているという前提に基づい








前である場合にしか第二の縁組が許されない (民法 1742 条)。また、生活
パートナーの一方は子と単独で縁組できるのに対して、夫婦の一方には禁
じられており (民法 1741 条 2 項)、婚姻継続中に夫婦は共同でしか縁組す
ることができない。生活パートナーシップとの比較において婚姻への差別





















反対説は、2011 年公聴会と 2014 年公聴会において、重点をおく論拠に
違いが見られる。まず、2011 年公聴会では、それ以前の学説の理解に
沿って、基本法 6 条 1 項による優遇を強調し、連邦憲法裁判所 2009 年 7
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れることを述べていた。連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決 (前記Ⅲ




1 ) 基本法 6条 1項の理解
基本法 6 条 1 項による婚姻の保護と優遇について、ゲルディッツは、
2011 年公聴会で次のような意見を述べた。
核となる関係としての親子関係 (Elternschaft，基本法 6 条 2 項) に基
























2 ) 基本法 6条 2項の理解




























(民法 1752 条) は、一般的人格権 (基本法 1条 1項との関連における基本
法 2条 1項) への侵害であり、それ以前に存在している家族法上の関係を
切断する点では家族基本権 (基本法 6 条 1 項) への介入 (侵害) である。
この基本権への介入が特に強烈で継続的であることから、その正当化が必














































































































( 1 ) 各公述人の意見を紹介するにあたっては、公述人と出席した公聴会の年度
を本文中に示していく。例： (デトロフ 2011)
( 2 ) メイアー (ライプチヒ市縁組斡旋機関) は書面での意見を提出せず、ケー
ナーは書面の意見を提出したが公聴会には出席していない。以下、公述人の
肩書きは、公聴会当時のものである。
( 3 ) 公聴会開催後、公述人から提出された意見書は連邦議会のホームページか
らダウンロードすることができたが、現在では削除されている。概要につい
ては、Grüne : Lebenspartnern gemeinsame Adoption ermöglichen [online]
Bundestag, 2011. [retrieved on 2014-09-24]. Retrieved from the Internet : <
URL : https : //www.bundestag.de/dokumente/textarchiv/2011/34440998_
kw23_pa_recht/205366 >
( 4 ) Nena Dethloff, Stellungnahme zur öffentlichen Anhörung des
Rechtsausschusses des Deutschen Bundestages am 06.06.2011 zu einem
Gesetzentwurf der Fraktion BÜNDNIS 90/DIE GRÜNEN “Entwurf eines
Gesetzes zur Ergänzung des Lebenspartnerschaftsgesetzes und anderer




( 5 ) Nena Dethloff, Die Eingetragene Lebenspartnerschaft ― Ein neues
familienrechtliches Institut, NJW 2001, 2598, 2062 f.
( 6 ) Herbert Grziwotz, Stellungnahme zum Entwurf eines Gesetzes zur
Ergänzung des Lebenspartnerschaftsgesetzes und anderer Gesetze im
Bereich des Adoptivrechts, BT-Drucksache 17/1429. 全 6頁。
( 7 ) Dirk Siegfried, Stellungnahme zum Entwurf eines Gesetzes zur Ergänzung
des LPartG und anderer Gesetz im Bereich des Adoptionsrecht (BT-
Drucksache 17/1429). 全 3頁。
( 8 ) Constanze Körner, Stellungnahme zum Entwurf eines Gesetzes zur
Ergänzung des LPartG und anderer Gesetze im Bereich des Adoptionsrecht
123(220)
(BT- Drucksache 17/1429). 全 2頁。
( 9 ) Klaus F. Gärditz, Stellungnahme zum Entwurf eines Gesetzes zur
Ergänzung des Lebenspartnerschaftsgesetzes und anderer Gesetze im
Bereich des Adoptionsrechts. 全 15頁。
公聴会後に公刊されたものとして、Klaus Gärditz, Gemeisamen
Adoptionsrecht Eingetragener Lebenspartner als Verfassungsgebot?, JZ
2011, 930.
(10) Bernd Grzeszick, Stellungnahme zum Entwurf eines Gesetzes zur
Ergänzung des Lebenspartnerschaftsgesetzes und anderer Gesetze im
Bereıch des Adoptionsrechts. 全 16頁
(11) Rolf P. Bach, 無題。全 3頁。
(12) Frauke Brosius−Gersdorf, Schriftliche Stellungnahme zur öffentlichen
Anhörung desAusschusses für Recht und Verbraucherschutz des Deutschen
Bundestages am 5. Mai 2014. 全 8頁。
(13) Isabell Götz, Stellungnahme zur öffentlichen Anhörung des
Rechtsausschusses des Deutschen Bundestags am 5. Mai 2014. 全 10頁。
(14) 法案において、縁組に関する文言を民法施行法 22 条に、「生活パートナー
による縁組は、第 17 条 b第 1 項第 1文により生活パートナーシップの一般
的効力について基準となる法の下にある」という文言を加えて、国際私法に
おいて適用される法が明らかにされる点を評価している。
(15) Henriette Katzenstein, Hinweise. 全 7頁。
(16) Bernd Grzeszick, Stellungnahme zu den Gesetzesentwürfen im Bereich des
Adoptionsrechts BT-Drs. 18/841, 18/577 (neu) , 18/842. 全 17頁。












の原審であるハンブルク上級州裁判所 2010 年 12 月 22 日決定 (前記 Ⅲ 1
2) (3) (d)) を批判する。
124 (219)







(22) ゲッツ 2014 も共同縁組の代わりに 2 つの縁組を連続しなければならない
ことは正当化されないとする。










11 月 27 日ヨーロッパ養子協定 6条)。








(26) 縁組斡旋機関の専門的陳述について家事事件手続法 189 条が、少年局から
の意見聴取について同 194 条が定めている。
(27) 2009 年で 4.5倍 (バッハ 2011)、2012 年には 6倍 (ウーレ 2014) といわ
れる。













(30) 連邦憲法裁判所 2009 年 7 月 7 日決定の詳細については、渡邉泰彦「ドイ
ツ同性登録パートナーシップをめぐる連邦憲法裁判所判決 ―家族手当と遺
族年金について―」産大法学 43 巻 3・4 号 (2010) 409頁以下を参照。
(31) 社会家族的関係が取り入れられている例として、子と法律上の父の間に社
会家族的関係が存在していない場合にのみ血縁上の父からの父性取消しを認








巻 3・4 号 (2012) 111頁以下を参照。
(33) 遺族年金に関する連邦憲法裁判所 2009 年決定、相続税法における婚姻と
生活パートナーシップの平等扱いを命じた連邦憲法裁判所 2010 年 7 月 21 日
決定における財産法的アプローチは、構造的な差異に基づき、家族法上の縁
組には適用されないとする。(ゲルディッツ 2011)
連邦憲法裁判所 2010 年 7 月 21 日決定については、渡邉・前掲 (注 30)















(35) 連邦憲法裁判所 2013 年 2 月 19 日判決の原審であるハム上級州裁判所
2009 年 12 月 1 日決定 (前記 Ⅲ 1 1)) と同様の考え方をとる。









も資することから基本法は出発しているとする。これは、基本法 6 条 1 項、
2 項、5 項から導き出されるものであり、社会科学的経験を指し示すことも
なく、社会科学的経験によって揺らぐこともない規範的判断であるとする。
(38) 基本法 6条 2項
子の養育と教育は、親の自然権であり、かつ、彼らに優先的に負わされた
義務である。その実行について、国家共同体は、監督する。









いては、前記 5 2) (2) を参照。
(42) Case of E. B. v. France, Jugement 22 January 2008 (App. No. 43546/02).
http : //hudoc.echr.coe.int/sites/eng/pages/search.aspx?i=001-84571
齊藤笑美子「性的指向と養子縁組―― E. B. 対フランス」谷口洋幸・齊藤笑
美子・大島梨沙編著『性的マイノリティ判例解説』信山社 (2011) 206頁。
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